
山形県公私立高等学校協議会設置要綱 

   

 

 （設置） 

第１条 県内の公立及び私立の高等学校の教育に係る諸問題について協議し、相互の連絡調

 整を図ることによって、高等学校教育行政の円滑な運営を図り、教育の振興に資するため、

 山形県公私立高等学校協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 （協議事項） 

第２条 協議会は、次の事項について協議する。 

 (1) 公立及び私立の高等学校の役割分担に関すること。 

  (2) 公立及び私立の高等学校における生徒の収容に関すること。 

  (3) その他高等学校教育の諸問題に関すること。 

 （組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる委員で構成する。 

 (1) 山形県高等学校長会が、会員（私立高等学校長を除く。）のうちから推薦する者 

１人 

 (2) 山形県私立中学高等学校協会が、会員のうちから推薦する者     ２人 

 (3) 山形県中学校長会が、会員のうちから推薦する者          １人 

 (4) 学識経験者                           ５人以内 

２  委員は、山形県知事が委嘱する。 

３  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員のほか、行政関係者として次に掲げる者が出席するものとする。 

(1) 山形県総務部次長 

(2) 山形県教育局教育次長 

 （会長及び副会長） 

第４条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２  会長は、委員が学識経験者の中から選出する。 

３  副会長は、会長が指名する。 

４  会長は、協議会の会務を総理し、会議の議長となる。 

５  副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 前項の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

 （幹事） 

第６条 協議会は、協議事項についての調査等に当たらせるため、幹事を置く。 

２ 幹事は、次に掲げる者をもって充てる。 

 



  (1) 山形県総務部高等教育政策・学事文書課長 

  (2) 山形県教育局高校教育課長 

 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、山形県総務部高等教育政策・学事文書課において処理する。 

 （委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営その他必要な事項は、会長が協議会  

に諮って定める。 

      附 則 

１ この要綱は、昭和５８年５月２３日から施行する。 

２ 第３条第３項の規定にかかわらず、平成２９年１２月１日において委員である者の委員

の任期は、１年６箇月とする。 

      附 則 

 この要綱は、平成元年５月２３日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この要綱は、平成１１年５月２３日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


